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本日の内容

１．包括的支援体制における地域とは

２．後志地域の障害福祉の課題

３．障害福祉と地域の課題の解決に向けて事例紹介
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１．包括的支援体制における

地域とは
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地域を取り巻く福祉政策の歴史

1980～90年代＜在宅福祉の時代＞

⇒小地域ネットワーク活動・ふれあいいきいきサロン（社協活動）

•「地域における社会福祉=地域福祉」（社会福祉法=２０００年）

⇒（NPOやボランティア活動の台頭）

2000年代～10年代＜地域包括ケアシステムの時代＞

•「総合事業」（住民主体のサービス）介護保険制度改正=２０１５年）

2020年代～＜地域共生社会の時代＞

•より「インフォーマル重視」の福祉へ（包括的支援体制）
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地域包括ケアの成果と課題

〇介護予防事業、

地域づくり（居場所づくり・生活支援体制整備）が進んだ

●「地域包括ケアシステム」を「全世代型」に

・制度のはざまを作らない、複合課題へのアプローチ

・専門職の配置基準緩和（共生型サービス）
野村晋（２０２０）『「自分らしく生きて死ぬ」ことがなぜ、難しいのか 行き詰まる「地域包括ケアシステム」の未来』光文社新書5



地域包括ケアから
地域共生社会＜包括的支援体制＞へ

※スタートは生活困窮者自立支援制度（２０１５年～）

（基本理念）２０１８年改正

第二条 生活困窮者に対する自立支援

・尊厳保持、就労状況、心身状況、地域社会からの孤
立状況その他に応じた包括的・早期対応

・地域における福祉、就労、教育、住宅その他の関係
機関・民間団体との緊密な連携
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社会福祉法改正（２０１８年改正）
第4条「地域福祉の推進」第２項新設

・地域住民等による福祉サービスを必要とする地域住
民・その世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護・
要支援予防、軽減、悪化防止）、保健医療、住まい、就
労、教育、地域社会からの孤立等の課題（地域生活課
題）把握、支援関係機関との連携

⇒地域福祉推進理念の明確化
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社会福祉法改正（２０１８年改正）
第１０６条の２ 「地域子育て支援拠点事業等を経営する者の責務」新設

児童・障害・介護等の相談支援事業所

→自らがその解決に資する支援を行うことが困難な地域生活課題を把
握したときは支援の必要性を検討、必要があると認めるときは支援関係
機関に地域生活課題の解決支援を求めるよう努める

１ 地域子育て支援拠点

２ 母子健康包括支援センター

３ 地域包括支援センター

４ 基幹相談支援センター

５ 子ども・子育て支援法に基づく利用者支援事業の実施事業所

⇒各領域の相談支援事業所等による「つなぐ」責務 8



包括的支援体制
⇒重層的支援体制の整備①相談支援、②参加支援、③地域づくり
の前提に、既存の地縁に基づく関係・小地域福祉活動の活用・活性化

①断らない相談支援②参加支援③地域づくりに向けた支援

→包括的支援体制整備の一つとしての

重層的支援体制整備事業（任意事業）を市町村が実施

（２０２１年～） ※社会福祉法第１０６条の３

進めていくために…
〇すでにある「地域で受け止める取り組み」を活用

・草の根の住民活動があってはじめて成立（室田信一２０２０）

・既存の資源を把握しその特徴を生かした体制整備が基本（玉木隼人２０２０）
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２．後志地域の障害福祉の課題
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今後の展開
後志版包括的支援体制の確立（自立支援協議会を中心とした誰も取り残さない支援体制の構築へ）

福祉従事者不足 高齢化に伴う障害の重度化

障害福祉現場の共通課題

進学
就労支援・就労定着

就労支援

障害に対する理解（社会、地域） 家族の高齢化（8050、親亡き後）

課題に関わる背景要因

地域移行
入所施設やGHの整備
意思決定（身元引受）

住まい、金銭管理

社会的関係からの孤立
子どもの居場所

地域とのつながり
移動支援

交流・余暇



８０５０問題とは
（高齢親（＝80歳）が稼働年齢層（＝50代）を社会的・経済的に支える世帯の問題）

•背景は、中高年の引きこもり（２０１８年内閣府の調査で６１万人）

• もともと引きこもりは、不登校や就職難が理由の若い世代特有

•今の中高年の引きこもりは、仕事をした経験のある人が多い傾向

•自分の病気（精神障害、発達障害）、親の介護で仕事を辞める

⇒再就職がうまくいかない（４０代以降で就職活動しても働き口が見つからない。自分より若
い人に指導されると自尊心が低くなり、意欲もなくなる。親の年金があるから働く必要もない）

•公的な窓口（地域若者サポートステーション）の対象は３９歳まで

•なおかつ「就労」させることが成果に

•就労自立ではなく、自分が認められる居場所が必要
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「８０５０世帯の見守りネットワーク構築の課題ー旧産炭地の事例調査からー」
（２０２０年度北海道社会福祉協議会助成調査研究事業）

＜これまでの調査で分かってきたこと＞
包括業務＜総合相談＞や普段の見守りのなかで受け止めている
親のサービス未利用・サービス控え
障害・障害診断ないグレーゾーンの子ども
親の年金収入が頼り（親亡き後は、貸付・生保受給増？）
課題
 「子ども」へのアプローチは？
包括⇒親に介入して子どもの存在を知る。その後、どこにつなげば？

（行政の障害担当、相談支援事業所、生活困窮者自立相談支援事業所）
・どの機関が中心となって介入するのか？（包括がどこまで関わるのか？）
地域住民⇒家庭の問題にどこまで関わってよいのか？
※多くは自らSOS出さない 本当に支援が必要な人ほどつながりにくい
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これまでの調査研究から
障害者の自立と就労を考える…①

①ボランティア、有償ボランティア団体の運営に関する調査（２０１４年～）

〇住民参加型在宅福祉サービス団体（社会福祉協議会、生活協同組合、NPO法人）

〇生活支援サービス（介護保険制度）における有償ボランティア活動

課題：担い手の高齢化、活動の維持・継続、運営にかかるコストの保障

制度によらず、柔軟なニーズに対応できるしくみが制度に取り込まれていく危険

⇒問題意識

「就労支援」の枠組みの中にボランティアをどう位置づけることができるのか？

＜就労支援のしくみ＞
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これまでの調査研究から
障害者の自立と就労を考える…②

②農福連携の実践事例、中間支援組織の調査（２０１４年～）

〇社会福祉法人、NPO法人等が障害者の就労支援を目的に先駆的な取り組み

〇近年は、障害者×農業だけでなく、高齢者、ひきこもり等にも

課題：一般就労へのステップ、福祉事業と経済活動の融合、地域産業の振興

⇒問題意識

農業を活用した「就労支援」は世代を問わず拡大していくことはできるのか？

＜就労支援の対象＞
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３．障害福祉と地域の課題の

解決に向けて

事例紹介
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従事者不足×就労支援
①ユニバーサル就労

•就労=ゴールではなく、

•行きつ戻りつできる柔軟な支援体制を⇒ユニバーサル就労※

※商標登録あり

NPO法人ユニバーサル就労ネットワークちば

•社会福祉法人生活クラブ風の村での中間的就労実践がスタート

（居場所活動等への社会参画、ボランティア活動から企業実習などの職業訓練的な活
動まで、幅広い社会的な活動=中間的就労機会（櫻井純理 2019））
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従事者不足×就労支援
①ユニバーサル就労

•特徴

•対象者を限定しない（障害があってもなくても）

⇒働きにくさのある人

•就労準備から一般就労へスライド式（行き来可能）のシステム

⇒働き方の多様な選択につながる

•業務分解（業務の切り出し）

⇒一人が担っている業務を洗い出すことで、専門職業務に専
念・新たな業務が生み出される 20



相談支援×就労支援×地域づくり
②鷹栖町包括的支援体制整備事業

•相談支援

=総合相談窓口「鷹栖町生活福祉相談センター」設置

（行政の相談窓口・社会福祉協議会の相談窓口を一本化）

•就労支援（参加支援）

=社会福祉法人が持つ地域食堂内での活動、農業、内職

福祉と農業の人手不足解消⇒全世代型就労支援システム構築

•地域づくり

=「見守り」を核とした支え合いの醸成 21



見守り活動と課題

「８０５０世帯の見守りネットワーク構築の課題ー旧産炭地の事例調査からー」
（２０２０年度北海道社会福祉協議会助成調査研究事業）
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見守りの情報共有

地縁

支援機関

緊急通報

協定

多様な
見守り

見守りの
主体

見守りの課題

担い手不足 接触困難

活動停滞

関係希薄地域性

拒否

ICT活用 SOSネットワーク（認知症徘徊）

共同浴場の利用…
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社会福祉法人札幌市社会福祉協議会「みんなで気にかけよう！見守りのすすめ」（2014年）より 一部改訂

訪問
（意図を持って関わる）

周囲からの見守り
（そっと見守る）

交流の場
（積極的に出向く）

声掛け・あいさつ
（意識的に見守る）

穏
や
か
な
見
守
り

し
っ
か
り
と
し
た

見
守
り

低

介
入

高

＜見守りのレベル＞＝どのゾーンに立つか？＋取り組みのコラボ

易

関
わ
り
レ
ベ
ル

難



おわりに

☆包括的支援体制下においては…

課題解決に地域のチカラがますます求められることに

地域住民

⇒＜見守り＞＜気づく＞力をつけること

安心安全な生活を支える地域の見守りの目とは？

専門職

⇒住民による気づきを受け止め、解決する体制

＜多職種連携＞=自立支援協議会の存在意義
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＜講師略歴＞

•福祉系大学を卒業（卒業時、社会福祉士・精神保健福祉士を同時取得）

•大学院進学（修士課程・博士課程）・博士号取得（社会福祉学博士）

研究テーマ：旧産炭地における単身高齢者の社会関係の変化に関する研究

→大学・短大・専門学校にて、教員として社会福祉士養成等に従事

→最近の研究テーマ：

・農福連携を推進する中間支援のあり方

・包括的支援体制における全世代型就労支援について

※北海道地域福祉学会にて理事・事務局員

今年度の活動テーマは

「【創設30周年】北海道の地域福祉の未来を問う～声を紡ぎ、未来を拓く～」
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＜主な業績＞

• 2020 年 7 月～（月 1 回連載：共同執筆）

『文化連情報』（日本文化厚生農業協同組合連合会）「変わる日本のまちづくり」

•畠山明子・大原昌明・杉岡直人（2023）「農福連携事業のアンケート調査結果から
みる障害者の就労支援の課題」星槎道都大学研究紀要,4,61-74,星槎道都大学．

•畠山明子・大原昌明・杉岡直人（2022）「訪問型有償ボランティア団体の継続的運
営の課題－ワークショップの分析から－」北海道地域福祉研究,25,13-26,北海道地域
福祉学会．

•畠山明子・杉岡直人（2022）「障害者就労支援をめぐる農福連携の歴史と今日的課

題」『星槎道都大学研究紀要』星槎道都大学研究紀要,3,119-127,星槎道都大学．

•畠山明子・大島康雄（2021）「With コロナ時代の地域見守り活動と包括的支援体制
構築の課題」『星槎道都大学研究紀要』2 ,p105-113，星槎道都大学．

•畠山明子・大島康雄・杉岡直人（2021）「包括的支援体制の構築に向けた 8050世帯
の見守りネットワークに関する研究－旧産炭地域の事例調査より―」『2020北海道
の福祉』p67-98，社会福祉法人北海道社会福祉協議会． 27
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